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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては、記載しておりません。 

２．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回次 第37期中 第38期中 第39期中 第37期 第38期 

会計期間 

自2005年 
４月１日 
至2005年 
９月30日 

自2006年 
４月１日 
至2006年 
９月30日 

自2007年 
４月１日 
至2007年 
９月30日 

自2005年 
４月１日 
至2006年 
３月31日 

自2006年 
４月１日 
至2007年 
３月31日 

売上高（千円） 9,060,336 9,146,247 10,667,275 17,914,111 19,153,351 

経常利益（千円） 325,106 467,070 663,757 930,370 1,027,736 

中間（当期）純利益（千円） 73,654 203,973 322,670 310,905 474,794 

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 684,880 684,880 684,880 684,880 684,880 

発行済株式総数（株） 4,674,000 4,674,000 4,674,000 4,674,000 4,674,000 

純資産額（千円） 1,227,164 1,624,031 2,110,121 1,464,415 1,848,156 

総資産額（千円） 8,575,109 9,047,908 9,915,831 7,721,451 9,548,990 

１株当たり純資産額（円） 262.80 347.78 451.88 313.60 395.78 

１株当たり中間（当期）純利益金額

（円） 
15.77 43.68 69.10 65.08 101.68 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － 10.00 15.00 8.00 23.00 

自己資本比率（％） 14.3 17.9 21.3 19.0 19.4 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
472,930 522,227 392,320 1,316,243 1,385,926 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
△131,339 △784,855 △542,412 △490,053 △1,614,203 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
△948,783 1,023,753 216,405 △1,998,268 988,807 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（千円） 
1,593,444 1,789,683 1,855,401 1,028,558 1,789,088 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）（人） 

251 

(1,655)

292 

(1,550)

319 

(1,777)

255 

(1,607)

321 

(1,780)



２【事業の内容】 

  当社は、丼ぶり・うどんを中心とした和風ファストフード店、及びそのチェーン本部の経営を行っております。

 当社は親会社である株式会社ゼンショーを中心とする企業集団に属しております。 

 株式会社ゼンショーはフード業を営んでおります。 

３【関係会社の状況】 

  （1）親会社 

 （注)有価証券報告書を提出しております。 

  （2）子会社及び関連会社  

   当社は子会社及び関連会社を有していないため、該当事項はありません。   

 （3）その他の関係会社 

   該当事項はありません。  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注)従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員（１人１日８時間換算）を外

数で記載しております。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名 称 住 所 
資本金 
（千円） 

主要な事業内容 
議決権の被所有
割合（％） 

関係内容 

株式会社 

ゼンショー(注) 
 東京都港区 10,089,805 フード業 64.29 

当社に対する食材

の一部の販売 

資金借入・・有 

役員の兼任・・有

  2007年９月30日現在

部門名 従業員数（人） 

直営店部門 221（1,767）  

フランチャイジー（加盟店）部門 6（   －）  

その他管理部門 92（   10）  

合計 319（1,777）  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、サブプライムローン問題に端を発する米国経済の減速懸念や円高の進

行、また原油価格高騰などの懸念材料はあったものの、好調な企業業績を背景に設備投資は増勢を続け、雇用環

境も引き続き改善傾向が見られ、緩やかな景気拡大基調を維持しながら推移しました。 

 外食産業におきましては、個人消費の回復傾向を受け、比較的堅調に推移しているものの業界内各社による新

業態の展開等により競争はますます激化しており、依然として厳しい状況が続いております。 

 こうした中、当社では、新規出店による業容の拡大を図る一方、新商品として季節の丼ぶりを投入し、「安全

で美味しい商品のご提供」に注力してまいりました。 

 この結果、当中間会計期間の業績は売上高10,667百万円（前年同期比16.6％増）、営業利益694百万円（同

44.8％増）、経常利益663百万円（同42.1％増）、中間純利益は322百万円（同58.2％増）となりました。  

＜直営店部門＞ 

 当中間会計期間における新規出店は14店舗、加盟店３店舗の直営店化と２店舗の閉鎖により、直営店総店舗数

は246店舗となり、売上高は9,201百万円（前年同期比22.3％増）となりました。 

＜フランチャイジー（加盟店）部門＞ 

 当中間会計期間における加盟店店舗は３店舗の直営店化と１店舗の閉鎖により、加盟店総店舗数67店舗とな

り、売上高は1,222百万円（前年同期比11.2％減）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前中間会計期間末に比べ

65百万円（前年同期比3.7％増）増加し、1,855百万円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において営業活動の結果得られた資金は392百万円（前年同期比24.9％減）となりました。 

 これは主に、新規出店を順次行ったことにより、売上高が前年同期に比べ1,521百万円増加した結果、税引前中

間純利益が622百万円(同53.8％増)となりましたが、その一方で、前期において繰越欠損金が解消されたことで法

人税等の支払額が375百万円(同502.7％増)となり、前年同期に比して大幅に増加したためであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は542百万円（前年同期比30.9％減）となりました。 

 これは主に、直営店の新規出店が前年同期に比してほぼ同程度であったものの改装等が大幅に減少したことに

より、有形固定資産の取得による支出が前年同期に比べ200百万円減少したこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において財務活動の結果得られた資金は216百万円（前年同期比78.9％減）となりました。 

 これは主に、長期借入れによる資金調達1,400百万円を行う一方で、長期借入金の返済による支出1,121百万円

があったこと等によるものであります。 



２【仕入および販売の状況】 

 当社は生産を行っておりませんので「生産実績」にかえて「商品仕入実績」を記載いたします。 

(1）商品仕入実績 

  （注）上記金額には消費税等は含まれておりません。 

部 門 別 

当中間会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

仕入高（千円） 前年同期増減率（％） 

直営店部門    

なか卯店 2,667,116 22.3 

小  計 2,667,116 22.3 

フランチャイジー (加盟店) 部門    

食材 767,924 △12.0 

包材資材 19,115 △12.5 

消耗品・備品・その他 52,094 47.2 

小  計 839,134 △9.8 

その他の部門    

外販仕入 165,790 1.1 

小  計 165,790 1.1 

合  計 3,672,040 12.1 



(2）販売実績 

 部門別販売実績 

 （注）１．販売数量については、販売品目が多岐にわたり記載が困難なため表示を省略しております。 

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

部 門 別 

当中間会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

売上高（千円） 前年同期増減率（％） 

直営店部門    

なか卯店 9,201,679 22.3 

小 計 9,201,679 22.3 

フランチャイジー（加盟店）部門    

食材 1,119,302 △11.1 

包材資材 32,122 △9.2 

消耗品・備品・その他 71,158 △14.4 

小 計 1,222,583 △11.2 

その他の部門    

外販売上 181,169 0.9 

小 計 181,169 0.9 

商品売上高計 10,605,432 16.8 

その他の営業収入部門    

ロイヤリティ収入 53,376 △13.5 

その他の収入 8,466 145.1 

その他の営業収入計 61,843 △5.1 

合 計 10,667,275 16.6 



３【対処すべき課題】 

 当社では、食の安全・安心の追求と商品クオリティーの向上に取り組んでまいりました。 

 今後も、季節感のある期間限定商品や独自性のある新商品を適時投入し、お客様に喜んでいただける商品の提供に

取り組み、お客様の満足度向上に努めてまいります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社は、『元気になるごはん』を提供する和風ファストフードチェーンとして、「丼物」と「麺類」との組み合わ

せにより、手頃な価格で、美味しく、楽しいお食事をお客様に提供し、満足していただくことを目指しております。

 商品開発におきましては、「厳選した確かな食材」「お値打ち感の追求」「旬メニューによる季節感の訴求」「オ

リジナリティの訴求」「素早い提供」をテーマといたしました。 

 「牛肉」は、ゼンショーグループのマーチャンダイジング力を活用して「安全な豪州産牛肉」を確保しており、お

客様より「安心して食べられる牛丼」としての評価をいただいております。 

 また、その他のごはんものとして安定した支持をいただいている「親子丼」「カツ丼」「ビーフカレー」について

も、開発テーマに基づき、日々、研究開発を続けております。 

 新商品といたしましては、うどんと食べ合わせの良い「うな丼ミニ」と、食欲の落ちる夏季に合う「牛カルビ焼肉

丼」の投入を行いました。また、従来から幅広い支持を頂いている徳島産のすだちを使用した「すだちおろしうど

ん」、中華メニューでありながら和を感じていただける「担々うどん」なども引き続きお客様から広い支持をいただ

くことができました。 

 今後も、変化しつづける市場ニーズを常に意識し、かつ原材料の安全性も十分追求することにより、お客様に安心

してお食事をしていただき、元気になっていただけるお店を目指したメニュー開発を進めてまいります。 

 なお、当中間会計期間の研究開発費は、9,117千円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、販売の強化を図るため新設した神田佐久間町店他直営店13店舗及びフランチャイジー

（加盟店）から譲受けた直営店北見メッセ店他２店舗が、新たに当社の主要な設備となりました。 

 その設備の状況は、次のとおりであります。なお、投資総額は423,553千円であります。 

(1）前期に計画したもので当中間会計期間に完成したもの 

(2）当中間会計期間に確定し、完成したもの 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 前期に計画したもので当中間会計期間に完成したものは「1 主要な設備の状況（1）」に記載のとおりでありま

す。 

(2）重要な設備の除却および売却 

 該当事項はありません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 
帳簿価額 

建物（千円） その他（千円） 合計（千円） 

 神田佐久間町店  

他13店 

 (東京都千代田区他) 

直営店舗新設 278,281 16,269 294,550 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 
帳簿価額 

建物（千円） その他（千円） 合計（千円） 

北見メッセ店他２店 

(北海道北見市他) 
直営店舗譲受 12,154 3,274 15,429 

札幌伏古店他11店  

(札幌市他) 
直営店舗改装 99,541 2,170 101,711 

計   111,695 5,444 117,140 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

      該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種 類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 18,696,000 

計 18,696,000 

種 類 
中間会計期間末現在発
行数（株） 
（2007年９月30日） 

提出日現在発行数
（株） 

（2007年12月27日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内 容 

普通株式 4,674,000 4,674,000 
株式会社ジャスダック

証券取引所 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式  

計 4,674,000 4,674,000 － － 

年月日 
発行済株式総数 

増減数(株) 

発行済株式 

総数残高(株) 

資本金増減額 

（千円） 

資本金残高 

（千円） 

資本準備金 

増減額(千円) 

資本準備金 

残高(千円) 

2007年４月１日 

～2007年９月30日  
－ 4,674,000 － 684,880 － 471,787 



(5）【大株主の状況】 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「単元未満株式」の株式数の欄には、当社所有の自己株式50株が含まれております。 

②【自己株式等】 

  2007年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％） 

株式会社ゼンショー 東京都港区港南２－１８－１ 3,002 64.23 

株式会社神明 神戸市中央区栄町通６－１－２１ 57 1.23 

なか卯従業員持株会 大阪府吹田市江の木町２５－１６ 32 0.70 

増岡 邦治 大阪市 29 0.63 

中川 進 茨城県土浦市 20 0.44 

アイン食品株式会社 大阪府和泉市テクノステージ１－１－１ 20 0.43 

矢木 妙子 徳島県徳島市 18 0.39 

中部飼料株式会社 愛知県知多市北浜町１４－６ 15 0.32 

シマダヤ株式会社 東京都渋谷区恵比寿西１－３３－１１ 15 0.32 

前原 稔 奈良県生駒市 15 0.32 

計 － 3,225 69.01 

  2007年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    4,300 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  4,669,300 46,693 － 

単元未満株式 普通株式        400 － － 

発行済株式総数 4,674,000 － － 

総株主の議決権 － 46,693 － 

  2007年９月30日現在 

所有者の氏名 

又は名称 
所有者の住所 

自己名義所有 

株式数（株） 

他人名義所有 

株式数（株） 

所有株式数の 

合計（株） 

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％） 

株式会社なか卯 
大阪府吹田市江

の木町25-16 
4,300 － 4,300 0.09  

計  － 4,300 － 4,300 0.09  



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、株式会社ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  

月別 2007年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,200 1,235 1,263 1,320 1,295 1,252 

最低（円） 1,177 1,166 1,190 1,250 1,230 1,170 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（2006年４月１日から2006年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間（2007年４月１日から2007年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（2006年４月１日から2006年９月30日まで）の

中間財務諸表について、及び金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（2007年４月１日

から2007年９月30日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人による中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（2006年９月30日） 
当中間会計期間末 

（2007年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（2007年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   1,789,683     1,855,401     1,789,088    

２．売掛金   416,490     380,752     393,132    

３．たな卸資産   67,398     86,557     90,520    

４．繰延税金資産   93,751     96,269     109,048    

５．その他   293,816     302,300     249,586    

貸倒引当金   △19,182     △17,969     △16,245    

流動資産合計     2,641,957 29.2   2,703,313 27.3   2,615,131 27.4 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※1                  

(1）建物   3,294,636     3,901,158     3,677,820    

(2）その他   191,798     171,089     180,036    

計   3,486,435     4,072,247     3,857,856    

２．無形固定資産                    

(1）ソフトウェア   94,669     28,677     72,734    

(2）その他   37,696     84,599     53,753    

計   132,365     113,276     126,488    

３．投資その他の資産                    

(1）長期貸付金   277,095     393,735     359,725    

(2）差入保証金   2,178,478     2,289,146     2,247,086    

(3）繰延税金資産   66,474     59,379     64,722    

(4）その他   295,146     304,898     306,158    

貸倒引当金   △30,045     △20,165     △28,178    

計   2,787,149     3,026,994     2,949,513    

固定資産合計     6,405,950 70.8   7,212,518 72.7   6,933,859 72.6 

資産合計     9,047,908 100.0   9,915,831 100.0   9,548,990 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（2006年９月30日） 
当中間会計期間末 
（2007年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（2007年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金   686,499     716,408     765,732    

２．一年以内に返済予定
の長期借入金   1,983,540     2,062,588     2,063,134    

３．未払法人税等   138,006     305,617     398,262    

４．役員賞与引当金   -      -      6,500    

５．賞与引当金   129,000     119,000     118,000    

６．その他 ※2 627,626     551,051     569,382    

流動負債合計     3,564,671 39.4   3,754,664 37.9   3,921,011 41.0 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金   3,281,508     3,492,400     3,212,898    

２．退職給付引当金   80,219     87,385     83,568    

３．預り保証金   431,326     424,985     427,451    

４．その他   66,151     46,275     55,903    

固定負債合計     3,859,204 42.7   4,051,045 40.8   3,779,822 39.6 

負債合計     7,423,876 82.1   7,805,710 78.7   7,700,833 80.6 

 （純資産の部）                    

 株主資本                    

 Ⅰ 資本金     684,880 7.5   684,880 6.9   684,880 7.2

 Ⅱ 資本剰余金             

      資本準備金   471,787   471,787 471,787   

資本剰余金合計     471,787 5.2   471,787 4.8   471,787 4.9

 Ⅲ 利益剰余金                    

    その他利益剰余金                    

     繰越利益剰余金   470,521     956,611     694,646    

利益剰余金合計     470,521 5.2   956,611 9.6   694,646 7.3

 Ⅳ 自己株式     △3,157 △0.0   △3,157 △0.0   △3,157 △0.0

株主資本合計     1,624,031 17.9   2,110,121 21.3   1,848,156 19.4

純資産合計      1,624,031 17.9   2,110,121 21.3   1,848,156 19.4

 負債純資産合計     9,047,908 100.0   9,915,831 100.0   9,548,990 100.0

              



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     9,146,247 100.0   10,667,275 100.0   19,153,351 100.0 

Ⅱ 売上原価     3,279,628 35.9   3,655,553 34.3   6,813,582 35.6 

売上総利益     5,866,619 64.1   7,011,722 65.7   12,339,768 64.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     5,387,302 58.9   6,317,459 59.2   11,278,732 58.9 

営業利益     479,316 5.2   694,262 6.5   1,061,035 5.5 

Ⅳ 営業外収益 ※1   62,649 0.7   55,623 0.5   121,801 0.7 

Ⅴ 営業外費用 ※2   74,895 0.8   86,128 0.8   155,101 0.8 

経常利益     467,070 5.1   663,757 6.2   1,027,736 5.4 

Ⅵ  特別利益 

  
※3 

  

  26,101 0.3   24,660 0.2   26,101 0.1 

Ⅶ 特別損失 ※4・5  88,088 1.0   65,526 0.6   134,177 0.7 

税引前中間(当期)
純利益     405,084 4.4   622,890 5.8   919,660 4.8 

法人税、住民税及
び事業税   117,800     282,100     375,100    

法人税等調整額   83,311 201,111 2.2 18,120 300,220 2.8 69,765 444,865 2.3 

中間(当期)純利益     203,973 2.2   322,670 3.0   474,794 2.5 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自2006年４月１日 至2006年９月30日） 

 (注)2006年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

当中間会計期間（自2007年４月１日 至2007年９月30日） 

  

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本 
合計 

資本準備金

その他利益

剰余金 

繰越利益 
剰余金 

2006年３月31日 残高 
（千円）

684,880 471,787 310,905 △3,157 1,464,415 1,464,415 

中間会計期間中の変動額            

剰余金の配当(注)     △37,357   △37,357 △37,357 

役員賞与(注)     △7,000   △7,000 △7,000 

中間純利益     203,973   203,973 203,973 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円）

- - 159,615 - 159,615 159,615 

2006年９月30日 残高 
（千円）

684,880 471,787 470,521 △3,157 1,624,031 1,624,031 

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本 
合計 

資本準備金

その他利益

剰余金 

繰越利益 
剰余金 

2007年３月31日 残高 
（千円）

684,880 471,787 694,646 △3,157 1,848,156 1,848,156 

中間会計期間中の変動額            

剰余金の配当     △60,705   △60,705 △60,705 

中間純利益     322,670   322,670 322,670 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円）

- - 261,964 - 261,964 261,964 

2007年９月30日 残高 
（千円）

684,880 471,787 956,611 △3,157 2,110,121 2,110,121 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自2006年４月１日 至2007年３月31日） 

 (注)2006年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本 
合計 

資本準備金

その他利益

剰余金 

繰越利益 
剰余金 

2006年３月31日 残高 
（千円）

684,880 471,787 310,905 △3,157 1,464,415 1,464,415 

事業年度中の変動額            

剰余金の配当(注)     △37,357   △37,357 △37,357 

役員賞与(注)     △7,000   △7,000 △7,000 

剰余金の中間配当     △46,696   △46,696 △46,696 

当期純利益     474,794   474,794 474,794 

事業年度中の変動額合計 
（千円）

-  -  383,740 -  383,740 383,740 

2007年３月31日 残高 
（千円）

684,880 471,787 694,646 △3,157 1,848,156 1,848,156 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

      

税引前中間(当期)純
利益 

  405,084 622,890 919,660 

減価償却費   123,361 153,284 264,978 

無形固定資産償却額   46,561 51,212 94,005 

長期前払費用償却額   14,840 15,774 31,030 

賞与引当金の増減額
（△減少） 

  △11,000 1,000 △22,000 

退職給付引当金の増
減額（△減少） 

  6,877 5,129 10,227 

貸倒引当金の増減額
（△減少） 

  △6,375 △6,288 △11,179 

受取利息   △6,426 △8,805 △14,033 

支払利息   32,229 41,074 72,168 

有形固定資産除売却
損  

  81,037 55,878 120,827 

減損損失   － － 6,300 

収用補償金   △26,101 － △26,101 

店舗退去補償金    － △24,600 － 

売上債権の増減額
（△増加） 

  △21,863 12,380 365 

たな卸資産の増減額
（△増加） 

  △2,363 3,962 △25,484 

その他営業債権の増
減額（△増加） 

  △57,321 △55,522 △51,009 

仕入債務の増減額
（△減少） 

  5,372 △49,324 84,605 

営業保証金の純増減
額（△減少） 

  △2,480 － △2,880 

その他営業債務の増
減額（△減少） 

  36,864 △21,997 58,800 

未払消費税等の増減
額（△減少） 

  5,980 5,040 15,593 

役員賞与の支払額    △7,000 － △7,000 

その他   － 5,940 － 

小計   617,277 807,030 1,518,873 

利息の受取額   1,182 2,704 3,039 

利息の支払額   △33,986 △42,231 △73,481 

法人税等の支払額   △62,246 △375,183 △62,505 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  522,227 392,320 1,385,926 

 



   
前中間会計期間 

（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

      

有形固定資産の取得
による支出 

  △638,164 △438,047 △1,284,693 

収用による補償金収
入  

  19,117 － 26,101 

店舗退去による補償
金収入  

  － 24,600 － 

無形固定資産の取得
による支出 

  △40,368 △38,001 △81,934 

貸付けによる支出   △468 △54,528 △114,907 

貸付金の回収による
収入 

  18,230 8,813 33,878 

敷金保証金等の支払
による支出 

  △123,381 △119,033 △233,267 

敷金保証金等の返還
による収入 

  48,060 76,250 78,752 

預り保証金等の払戻
による支出 

  △41,445 △2,466 △49,805 

預り保証金等の受入
による収入 

  － － 6,200 

その他   △26,435 － 5,471 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △784,855 △542,412 △1,614,203 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

      

短期借入金の純増減
額(△純減少額) 

  － △2,381 － 

長期借入れによる収
入 

  2,100,000 1,400,000 3,200,000 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △1,038,860 △1,121,044 △2,127,876 

配当金の支払額   △37,386 △60,168 △83,316 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  1,023,753 216,405 988,807 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額（△減少額） 

  761,125 66,313 760,530 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  1,028,558 1,789,088 1,028,558 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  1,789,683 1,855,401 1,789,088 

        



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前事業年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）デリバティブ 

時価法 

(1）デリバティブ 

同左 

(1）デリバティブ 

同左 

  (2）たな卸資産 

商品 

 移動平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

  貯蔵品 

 最終仕入原価法 

   

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定額法 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 建物       ６～34年 

 構築物      ７～20年 

 工具器具備品   ３～20年 

  

  

(1）有形固定資産 

 定額法 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 建物       ８～34年 

 構築物      ７～20年 

 工具器具備品   ３～20年 

（会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当

中間会計期間より、2007年４

月１日以降に取得した有形固

定資産については、改正後の

法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。 

 なお、この変更による営業

利益、経常利益、税引前中間

純利益に与える影響額は軽微

であります。 

（追加情報） 

 法人税法改正に伴い、2007

年３月31日以前に取得した資

産については、改正前の法人

税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％

に到達した事業年度の翌事業

年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５

年間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上してお

ります。 

 なお、これによる営業利

益、経常利益及び税引前中間

純利益に与える影響額は軽微

であります。 

(1）有形固定資産 

 定額法 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 建物       ６～34年 

 構築物      ７～20年 

 工具器具備品   ３～20年 

  

  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前事業年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

  (2）無形固定資産 

 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（主として７年）に

基づいております。 

 のれんについては、投資の効

果が及ぶ期間(５年)で均等償却

しております。 

(会計方針の変更) 

 当期より、のれんの償却方法

を一括償却から均等償却(５年)

に変更しております。 

 従来、のれんは発生時に一括

償却しておりましたが、当期か

ら「企業結合に係る会計基準」

(企業会計審議会 平成15年10

月31日)及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」(企業会計基準

適用指針第10号 平成17年12月

27日)が適用されたため、投資

の効果が及ぶと見込まれる期間

(５年)で均等償却し、販売費及

び一般管理費に計上する方法に

変更いたしました。 

 この変更により、従来の方法

によった場合に比べ、営業利

益、経常利益は4,154千円少な

く計上されており、税引前中間

純利益は37,394千円多く計上さ

れております。 

 なお、未償却残高は、無形固

定資産「その他」に含まれてお

ります。 

  

(2）無形固定資産 

     同左 

  

  

  

  

  

  

  

   ───────    

(2）無形固定資産 

 定額法  

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（主として７年）に

基づいております。 

 のれんについては、投資の効果

が及ぶ期間(５年)で均等償却し

ております。 

（会計方針の変更) 

 当期より、のれんの償却方法

を一括償却から均等償却(５年)

に変更しております。 

 従来、のれんは発生時に一括

償却しておりましたが、当期か

ら「企業結合に係る会計基準」

(企業会計審議会 平成15年10月

31日)及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する

適用指針」(企業会計基準適用指

針第10号 平成17年12月27日)が

適用されたため、投資の効果が

及ぶと見込まれる期間(５年)で

均等償却し、販売費及び一般管

理費に計上する方法に変更いた

しました。 

 この変更により、従来の方法

によった場合に比べ、営業利

益、経常利益は8,309千円少なく

計上されており、税引前当期純

利益は33,239千円多く計上され

ております。 

  

  (3）長期前払費用 

 定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前事業年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）   ───────    

  

(2）役員賞与引当金 

 役員に支給する賞与の支出に

備えるため、支給見込額の当中

間会計期間負担額を計上してお

ります。 

(2）役員賞与引当金 

 役員に支給する賞与の支出に

備えるため、支給見込額を計上

しております。 

（会計方針の変更） 

 当期より「役員賞与に関する

会計基準」(企業会計基準第４

号 平成17年11月29日)を適用

しております。 

 これにより、従来の方法に比

べて、営業利益、経常利益およ

び税引前当期純利益はそれぞれ

6,500千円減少しております。 

  (3）賞与引当金 

 従業員に支給する賞与の支払

に備えるため、支給見込額を計

上しております。 

(3）賞与引当金 

同左 

(3）賞与引当金 

同左 

  (4）退職給付引当金 

 従業員および執行役員の退職

給付に備えるため、計上してお

ります。 

 従業員については、当事業年

度末における退職給付債務の見

込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

 執行役員については、執行役

員退職金規程に基づく当中間会

計期間末要支給額を計上してお

ります。 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務の見込額に基づき、当中間会

計期間末において発生している

と認められる額を計上しており

ます。 

  

(4）退職給付引当金 

 従業員および執行役員の退職

給付に備えるため計上しており

ます。 

 従業員については、当期末に

おける退職給付債務の見込額を

計上しております。 

 執行役員については、執行役

員退職金規程に基づく当期末要

支給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前事業年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引について

は、金利スワップの特例処理の

要件を満たすため、特例処理に

よっております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 金利スワップ取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ヘッジ対象 

 変動金利の特定借入金 

   

  (3）ヘッジ方針 

 将来の金利変動によるリスク

回避を目的として利用してお

り、リスクヘッジ目的以外の取

引は行わない方針であります。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップ取引について

は、特例処理によっているため

ヘッジ有効性の評価を省略して

おります。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金および容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得

日から３か月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっておりま

す。 

同左  手許現金、随時引き出し可能な

預金および容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３か月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税の会計

処理は税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前事業年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準) 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は1,624,031千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

  

       ───────     (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準) 

 当期より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号

平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は1,848,156千円であります。 

 なお、当期における貸借対照表の純資産の

部については、財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の財務諸表等規則により作成して

おります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（2006年９月30日） 

当中間会計期間末 
（2007年９月30日） 

前事業年度末 
（2007年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 

  

1,084,303千円   1,243,181千円 1,129,799千円 

※２．消費税等の取扱い  消費税等は、仮払消費税等と仮

受消費税等との相殺後の金額を流

動負債の「その他」に含めて表示

しております。 

同左 ―――――― 

項目 
前中間会計期間 

（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前事業年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

※１．営業外収益の主要項目      

受取利息        6,426千円 8,805千円                   14,033千円 

不動産賃貸収入             25,495千円       22,998千円                   48,619千円 

※２．営業外費用の主要項目      

支払利息             32,229千円                   41,074千円                    72,168千円 

不動産賃貸経費             25,452千円                   23,407千円                 49,164千円 

※３. 特別利益の主要項目 

      収用補償金 

   

  26,101千円

   

      －千円

   

  26,101千円

    退去補償金   －千円

   

  24,600千円

   

  －千円

   

※４．特別損失の主要項目      

固定資産除却損 建物   80,658千円

構築物 －千円

工具器具備品      379千円

その他  659千円

建物 53,151千円

構築物 606千円

工具器具備品 2,120千円

その他 9,648千円

建物 118,652千円

構築物 573千円

工具器具備品 1,601千円

その他 659千円

減損損失     －千円   －千円   6,300千円

※５．減損損失  ───────       ───────         以下の減損損失を計上しており

ます。 

          

 資産のグルーピングは、店舗単

位とし、本社及び店舗研修施設は

共用資産として行っております。

このうち、営業損益が悪化してい

る店舗について、帳簿価額を回収

可能価額まで減損し、当該減少額

を減損損失（6,300千円）とし

て、特別損失に計上いたしまし

た。 

 なお、回収可能価額は使用価値

を使用し、将来キャッシュ・フロ

ー見積額を５％で割引いて計算し

ております。 

用途 種類 金額(千円)

直営店舗 

１店舗 

(兵庫県加古

川市) 

建物等 6,300 

 ６. 減価償却実施額      

有形固定資産               123,361千円                    153,284千円             264,978千円 

無形固定資産             46,561千円                51,212千円                      94,005千円 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

 前中間会計期間(自 2006年４月１日 至 2006年９月30日) 

 1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

 3.配当に関する事項 

  (1)配当金支払額  

  (2)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末日後となるもの  

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 4,674,000 - - 4,674,000 

合計 4,674,000 - - 4,674,000 

自己株式        

普通株式 4,350 - - 4,350 

合計 4,350 - - 4,350 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

2006年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 37,357 8 2006年３月31日 2006年６月23日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

2006年11月21日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 46,696 10 2006年９月30日 2006年12月11日 



 当中間会計期間(自 2007年４月１日 至 2007年９月30日) 

 1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

 3.配当に関する事項 

  (1)配当金支払額  

  (2)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末日後となるもの  

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 4,674,000 - - 4,674,000 

合計 4,674,000 - - 4,674,000 

自己株式        

普通株式 4,350 - - 4,350 

合計 4,350 - - 4,350 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

2007年６月21日 

定時株主総会 
普通株式 60,705 13 2007年３月31日 2007年６月22日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
 （千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

2007年11月16日 

取締役会 
普通株式 70,044 利益剰余金 15 2007年９月30日 2007年12月10日 



 前事業年度(自 2006年４月１日 至 2007年３月31日) 

 1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

 3.配当に関する事項 

  (1)配当金支払額  

  (2)基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式        

普通株式 4,674,000 - - 4,674,000 

合計 4,674,000 - - 4,674,000 

自己株式        

普通株式 4,350 - - 4,350 

合計 4,350 - - 4,350 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

2006年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 37,357 8 2006年３月31日 2006年６月23日 

2006年11月21日 

取締役会 
普通株式 46,696 10 2006年９月30日 2006年12月11日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円）  

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

2007年６月21日 

定時株主総会 
普通株式 60,705 利益剰余金  13 2007年３月31日 2007年６月22日 

前中間会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前事業年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（2006年９月30日現在）

 （千円）

（2007年９月30日現在）

 （千円）

（2007年３月31日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 

預入期間が３か月を 

超える定期預金 

1,789,683

 －

現金及び現金同等物 1,789,683

現金及び預金勘定  

預入期間が３か月を 

超える定期預金 

1,855,401

－

現金及び現金同等物 1,855,401

現金及び預金勘定  

預入期間が３か月を 

超える定期預金 

1,789,088

－

現金及び現金同等物 1,789,088



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前事業年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

（借手側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

（借手側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

（借手側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

建物
（附属
設備） 

6,088 3,007 3,080 

その他
有形固
定資産 

1,655,715 670,972 984,742 

ソフト
ウェア 

13,436 7,475 5,960 

合計 1,675,239 681,455 993,784 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

建物
（附属
設備） 

5,520 4,047 1,472

その他
有形固
定資産 

2,278,560 950,835 1,327,725

ソフト
ウェア 

10,295 6,786 3,508

合計 2,294,375 961,670 1,332,705

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

建物
（附属
設備） 

5,520 3,495 2,024

その他
有形固
定資産 

2,113,906 833,268 1,280,637

ソフト
ウェア 

13,436 8,815 4,620

合計 2,132,862 845,579 1,287,282

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 321,598千円

１年超    689,096千円

合計  1,010,694千円

１年内    428,794千円

１年超    933,333千円

合計 1,362,127千円

１年内    402,028千円

１年超    905,349千円

合計  1,307,377千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料       170,750千円

減価償却費相当額        160,132千円

支払利息相当額        12,429千円

支払リース料        238,641千円

減価償却費相当額        224,574千円

支払利息相当額        17,410千円

支払リース料        379,826千円

減価償却費相当額        356,589千円

支払利息相当額         27,833千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内    1,706千円

１年超     5,709千円

合計     7,416千円

１年内      1,787千円

１年超      3,922千円

合計      5,709千円

１年内      1,746千円

１年超     4,826千円

合計     6,573千円



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（2006年９月30日現在） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間末（2007年９月30日現在） 

 該当事項はありません。 

前事業年度末（2007年３月31日現在） 

 該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自2006年４月１日 至2006年９月30日） 

 デリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用しているため記載を省略しております。 

当中間会計期間（自2007年４月１日 至2007年９月30日） 

 デリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用しているため記載を省略しております。 

前事業年度（自2006年４月１日 至2007年３月31日） 

 デリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用しているため記載を省略しております。 

（ストック・オプション等関係） 

 該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自2006年４月１日 至2006年９月30日） 

 当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自2007年４月１日 至2007年９月30日） 

 当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

前事業年度（自2006年４月１日 至2007年３月31日） 

 当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

項目 
前中間会計期間 

（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前事業年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

１株当たり純資産額  347.78 円     451.88 円    395.78 円 

１株当たり中間(当期)純利

益金額 
43.68 円   69.10 円    101.68 円 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 

 潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額について

は、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

同左  潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

 
前中間会計期間 

(自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日) 

前事業年度 
(自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日) 

中間(当期)純利益（千円） 203,973 322,670 474,794 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間(当期)純利益（千円） 203,973 322,670 474,794 

期中平均株式数（千株） 4,669 4,669 4,669 



(2）【その他】 

 第39期（2007年４月1日から2008年３月31日まで）中間配当については、2007年11月16日開催の取締役会にお

いて、2007年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配

当を行うことを決議いたしました。 

 ① 中間配当金の総額                     70,044千円 

 ② 一株当たり中間配当金                    15円00銭 

 ③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日         2007年12月10日 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第38期）（自 2006年４月１日 至 2007年３月31日）2007年６月22日近畿財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月21日

株 式 会 社 な か 卯    

取締役会 御中    

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 鈴木 輝夫  印

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山本 美晃  印

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 三浦  洋  印

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社なか卯の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第38期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18

年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動等計算書及び

中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社なか卯の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

追記情報 

 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項２.固定資産の減価償却の方法に記載されているとおり、会社はのれんの償

却方法を一括償却から均等償却(５年)に変更した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月26日

株 式 会 社 な か 卯    

取締役会 御中    

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 鈴木 輝夫  印

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 三浦  洋  印

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山本 美晃  印

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社なか卯の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第39期事業年度の中間会計期間（平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動等

計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社なか卯の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１日か

ら平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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